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投入された要素の 1 つが今後の都市像を検討す
る視座である。MDGs の段階では、「都市」と
いう言葉がゴールとターゲットで使われておら
ず、ゴール 7 の下部に位置するインディケーター
の「スラムに居住する都市人口の割合」に出てく
るだけであった。しかしながら、21 世紀が都市
の時代と謳われるなか、SDGs では持続可能な都
市の発展を目指す「ゴール 11」が新設されてい
る（表 1 を参照）。都市に特化した目標の設定は、
これまではさほど詳述されなかった都市の課題を
国際開発のメインストリームに位置づけたという
面で非常に意義深い。従来の援助戦略は開発から
取り残される農村に焦点を当てることが多く、現
にヨーロッパのドナー諸国も、長年の間、都市
よりも農村に傾倒した支援を展開してきた［UN-
１．はじめに
 
　2015 年 9 月の国連総会において、2030 年ま
での開発アジェンダである「持続可能な開発目
標（以下 SDGs）」の合意がなされた。SDGs は
2000 年に採択された「ミレニアム開発目標（以
下 MDGs）」の後継にあたるものであり、これか
らの道標となる国際的な取り組みである。MDGs
が 8 つのゴールと 21 のターゲットから構成され 2、
主に途上国地域を舞台として描いていたのに対し、
SDGs は先進諸国を含めた世界全体を対象にして
おり、17 のゴールと 169 のターゲットを網羅する
より広範な枠組みになっている。
　MDGs から SDGs への移行のなかで、新たに
「持続可能な開発目標（SDGs）」における都市像の検討
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１　本稿は、厚生労働省科研費（課題番号：27030201）の助成を受けて実施された研究の一部であり、2016 年 11 月 26 日に開
催された第 27 回国際開発学会全国大会での発表内容にさらなる調査と分析を加えたものである。
２　MDGs の枠組みを簡単に説明すると、大枠のゴール（目標）が最上位に掲げられ、その下にそれぞれのゴールを具体化し
たターゲットと、ターゲットの進捗と成果を測るためのインディケーター（指標）が設定されている。こうした枠組みは、
SDGs でも踏襲されている。
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必ずしも正の関係にあるわけではない。経済活動
とそれを牽引するマンパワーの局所集中は、大気
汚染や水不足の深刻化、生活環境の悪化、生態系
の破壊、犯罪の増加、災害被害の拡大などを引き
起こしており、都市のサスティナビリティは危険
な状態にある。こうした状況が今後も続いていく
ことを考えると、「都市をマネージすること」が
火急の開発課題であると判断できる。
　以上の動向を踏まえたうえで、本稿では都市を
単位とする開発の現代的な意義を途上国の文脈か
らひも解き、ゴール 11 の実現にかかる課題を主
要アクターと財政の面から考察していく。その理
由としては、ゴール 11 が描く都市像を現実のも
のにするには、途上国地域が慢性的に抱えている
執行能力の問題に向き合う必要があるからだ。現
状に即した課題を検討するため、本稿では文献調
Habitat, 2003］。そうした歴史的な流れを考慮に
入れると、ゴール 11 の誕生は農村を重視する言
説からの脱却を示唆しており、国際開発と援助政
策におけるパラダイムシフトとして把捉できよう。
　近年、都市のあり方が問われている根底には、
都市が世界全体に及ぼすインパクトの増大がある。
もともと都市はヒト・モノ・カネの結節点であっ
たが、その卓越性はグローバル化の進展とともに
高まり続けている。都市の面積は地球全体の 2％
以下に過ぎないが、その限られた領域に世界総人
口の半数が居住しており［LSE Cities, 2013］、実
に全世界の国内総生産の 8 割が都市で創出され、
そのエネルギー消費量は世界全体の 3 分の 2 にま
で達している［World Bank, 2015］。人口と経済
活動の集積がエネルギー消費と相関しているのは
想像に難くない。とはいえ、それらの結びつきが
表 1 ゴール 11 の一覧 
 
目標 11 包括的で安全かつ強靭（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する 
11.1 2030 年までに、すべての人々の、適切、安全かつ安価な住宅及び基本的サービスへのアク
セスを確保し、スラムを改善する。 
11.2 
2030 年までに、脆弱な立場にある人々、女性、子ども、障害者及び高齢者のニーズに特に
配慮し、公共交通機関の拡大などを通じた交通の安全性改善により、すべての人々に、安全
かつ安価で容易に利用できる、持続可能な輸送システムへのアクセスを提供する。 
11.3 2030 年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、すべての国々の参加型、包摂的
かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強化する。 
11.4 世界の文化遺産及び自然遺産の保護・保全の努力を強化する。 
11.5 
2030 年までに、貧困層及び脆弱な立場にある人々の保護に焦点をあてながら、水関連災
害などの災害による死者や被災者数を大幅に削減し、世界の国内総生産比で直接的経済
損失を大幅に減らす。 
11.6 2030 年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管理に特別な注意を払うこと
によるものを含め、都市の一人当たりの環境上の悪影響を軽減する。 
11.7 2030 年までに、女性、子ども、高齢者及び障害者を含め、人々に安全で包摂的かつ利用が
容易な緑地や公共スペースへの普遍的アクセスを提供する。 
11.a 各国・地域規模の開発計画の強化を通じて、経済、社会、環境面における都市部、都市周
辺部及び農村部間の良好なつながりを支援する。 
11.b 
2020 年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と適応、災害に対する強靱さ（レジリエン
ス）を目指す総合的政策及び計画を導入・実施した都市及び人間居住地の件数を大幅に増
加させ、仙台防災枠組 2015-2030 に沿って、あらゆるレベルでの総合的な災害リスク管理の
策定と実施を行う。 
11.c 財政的及び技術的な支援などを通じて、後発開発途上国における現地の資材を用いた、持
続可能かつ強靱（レジリエント）な建造物の整備を支援する。 
 
出典：外務省［2015］「我々の世界を変革する：持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（仮
訳）」。 
表１　ゴール 11 の一覧
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人口の増加率をみると、先進国は 0.9％と微増で
あるのに対し、途上国では 3.6％を記録しており、
この傾向はさらに強まっていくと見込まれてい
る［新田目 , 2010］。さらには、1980 年から 2015
年までの都市人口総数の推移に目を配ると、先進
国では約 6.5 億から 9.5 億弱までの緩やかな伸び
であった一方で、途上国 5 では 10.5 億から 30 億
程度へと 3 倍近くの増加を遂げており［World 
Bank, 2016a］、今後の都市の成長が途上国地域
において開花することを裏付けている（図 1 を参
照）。
　こうした現在進行形の都市化には、大きく 2 つ
の特徴がある。第 1 の特徴は、特定の都市への人
口集中が加速しており、その趨勢がアジア・アフ
リカ地域において目覚ましい点である。人口1,500
万を超える巨大都市圏は、1975 年の段階で東
京とニューヨークだけであったが［UN DESA, 
査に加えて、SDGs の採択時におこなわれた国連
総会のサイドイベント 3 や第 3 回国連人間居住会
議（以下ハビタット 3）に向けたテーマセッショ
ン 4、そして 2016 年 10 月に開催されたハビタッ
ト 3 への参加から得られた知見を取り込んで、現
段階までの議論とその争点を整理していく。
２．「都市」を単位とする目標設定の意義
　近年の開発協議における都市の躍進は、急激
な都市化の進展に依るところが大きい。2014 年
のデータによれば、世界の都市化率は 1950 年に
30％であったが、2014 年には 54％にまで上昇し
ており、2050 年には 66％に達すると予測されて
いる［UN DESA, 2014］。ここで注記すべきは、
現代の都市化が途上国世界によって助長されて
いる事実である。1975 年から 2000 年までの都市
３　具体的には、ニューヨークにあるニュースクールでおこなわれた「Safer Cities」と、国連本部で開かれた「One Billion 
Slum Dwellers」という 2 つのサイドイベントの内容を参照している。
４　2016 年 3 月にメキシコシティで開かれた、国連ハビタットのテーマ会議である「Financing Urban Development」を指す。
５　「途上国」として一括したが、出典の元データには中所得国と低所得国の 2 つのカテゴリーが含まれている。
６　世界銀行は一人当たりの国民総所得（GNI）をもとに、各国を 4 つの階層に分類している。それらはアメリカドル換算で
12,476 ドル以上の高所得国、4,036 ドルから 12,475 ドルまでの高中所得国、1,026 ドルから 4,035 ドルの低中所得国、1,025
ドル以下の低所得国である。ここでは便宜上、高所得国を先進国とし、その他を途上国・新興国としてまとめてある。
    
出典：World Bank［2016a］“Urban Development”のデータをもとに筆者作成。 
図 1　先進国と途上国・新興国の都市人口数の推移（1960 年～ 2015 年、単位：億人）6
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にかかっていると理解できる。
　以上の動きを踏まえたうえで、ハビタット 3 で
採択された「New Urban Agenda」では、農村
や地方を発展させて都市化の進行を喰い止めたり、
都市の成長に制限をかけるといった従来の見解を
転換させ、持続可能な発展の原動力として都市化
を活かしていく論調が強まっている。こうした解
釈の転換は、1996 年にイスタンブールで開催さ
れた第 2 回国連人間居住会議（ハビタット 2）で
も打ち出されており、MDGs が本格的にスター
トした 2000 年代初頭でも唱えられてはいた。し
かしながら、MDGs の策定時には都市化のこれ
ほどまでの急進が予期されていなかったため、途
上国の問題を「都市」から捉える視点が明文化さ
れなかったと考えられる。つまり、ゴール 11 の
誕生は、都市化の進展に抗えない現状を映し出し
ているといえよう。
　ゴール 11 の詳細を改めて確認すると、それぞ
れのターゲットが孤立しているのではなく、補完
的な関係にあることが分かる。例を挙げると、ター
ゲット 11.1 と 11.3 は MDGs のゴール 7 の内容
を継承するものだが、スラムを改善して人口収容
力を高めるだけでは都市の持続性や安全性は担保
されない。そこで SGDs では、土地利用や交通網、
防災といった、より広域な都市計画の面から統合
的にアプローチする形がとられている。
　そのような都市計画の要素に考えを及ぼすと
き、公共交通機関とパブリック・スペースに関
するターゲットの創設は注目に値する。これま
での MDGs では、建築環境の観点から格差や貧
困の問題を捉えることが活かされていなかったた
め、貧困層や女性、子ども、障がい者といった人
びとが生産・消費・再生産活動のための空間とそ
2001］、その数は 2016 年初頭のデータで 22 にま
で伸張しており、その内の 13 がアジア・アフリ
カ地域の途上国や新興国に位置している［CITY 
POPULATION, 2016］7。大都市と聞くと先進国
の摩天楼を想像しがちであるが、人口 1,000 万人
を超えるメガシティの多くが第三世界で勃興して
いるのである。この傾向は都市が一様に繁栄する
のではなく、国や地域を代表する巨大都市圏の勢
力が強まっていく構図を表している。
　もう 1 つの特徴は、現代の都市化の速度にあ
る。国連の統計によれば、2015 年時のメガシティ
の数は 2001 年に 21 と推定されていたが、実際に
は 2009 年に 21 に達しており、ほぼ中間地点の段
階で予想が覆されている［UN DESA, 2001; UN 
DESA, 2009］。こうした誤差が示しているのは、
昨今の都市化が従来の先進国の経験に基づいた発
展曲線を逸脱するものであり、途上国における都
市化のスピードが驚異的である点だ。この違いが
途上国の都市で顕在化している問題の根本にある。
すなわち、既存のキャパシティを上回る人口が未
曾有のスピードでなだれ込んでいるため、都市の
環境整備が追い付いていないのである。たとえば
都市部のスラム居住者の割合をみると、2000 年
から 2010 年までの間に 39.3％から 32.7％へと低
下しており、MDGs の推進が一定の成果をもた
らしていると見受けられる。しかしながら、スラ
ムに居住する総人口の実数に目を向けると、同時
期の間に 7 億 6,700 万人から 8 億 2,800 万人にま
で増加しており、都市化の勢いが MDGs の取り
組みを凌駕していることが明らかとなる［United 
Nations, 2011］。そうした現実を加味すると、問
題の本質が都市化という現象そのものにあるので
はなく、都市化に対応できていない都市のあり方
７　それらの都市圏を上位から列挙すると、１位広州、3 位上海、4 位ジャカルタ、5 位デリー、7 位カラチ、8 位マニラ、9 位
ムンバイ、13 位北京、15 位ダッカ、17 位ラゴス、18 位バンコク、20 位カイロ、21 位コルカタになる。その他にも、10 位
メキシコシティ、12 位サンパウロ、22 位ブエノスアイレスといった、中南米・南米の都市がランキングに名を連ねている。
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は、都市の許容力と創造力を養う装置であり、ま
た居住性や安全性を示すバロメーターでもある。
ゴール 11 が目指す持続可能な開発は、これから
の都市像を大きな絵図で描き出そうとする、非常
に野心的な目標である。そこでの特徴は物理的な
建築環境の整備から生活の質を向上させていくと
いう、テクニカルな都市計画の要素を多分に取り
入れている点である。もちろん途上国においても、
都市計画の研究と実践はこれまでも蓄積されてき
ている。とはいえ、保健医療や教育、ベーシッ
ク・ニーズといった従来の国際開発のメインスト
リームからすると、都市計画の側面から貧困削減
や格差是正に取り組んでいく考えは異彩を放って
いる。そうした新たな視点が盛り込まれたことは、
MDGs からの進化と SDGs の革新性を物語って
いる。
　都市に特化した「持続可能な開発目標」のプラッ
トフォームである「#urban SDG」［n.a.］は、ゴー
ル 11 を設定する意義について、以下の 6 点を示
している。　
　１．都市の持続可能な発展の重要性を周知し、
基本的なインフラやサービスへのアクセス
の拡充、地域における生態系の保護、レジ
リエンスの強化を実現させる。
　２．都市に関わるあらゆるアクター（中央政府、
地方自治体、市長、NGO、住民組織、企業、
大学など）を動員・エンパワーし、様々な
問題に対するプラクティカルな解決法を実
施する。
　３．住宅と居住権の問題など、農村での絶対的
な貧困とは異なる、都市の貧困に特有の問
題に取り組み、制度の構築や資金の確保を
進める。
　４．いろいろな方法（設計・デザインやテクノ
ロジーなど）を効果的に組み合わせて導入
こへの移動手段から排除されている点が前面に出
ていなかった。安心・安全・安価な公共交通機関
は、あらゆる人びとが様々な場所に移動・アクセ
スできる手段を提供するものであり、都市空間の
利用に関する格差の是正に資する。加えて、環境
問題の悪化に歯止めをかける効果も指摘できる。
公共交通機関の整備は自動車への依存を低下させ
る仕組みでもあり、大気汚染や交通渋滞の緩和、
スプロール現象の抑制など、低炭素社会の実現に
大きく貢献しうる。さらには、生産性の向上とい
う見地からも、交通インフラの重要性が明らかに
なる。迅速かつ安定的な輸送が確保されることに
よって生産効率性が高まるだけでなく、短時間で
長距離の移動が可能になることで、人びとの雇用
オプションが広がり労働生産性の向上にもつなが
る。以上の点をまとめると、交通インフラの整備
には、集積によって生じる負の影響を軽減させる
効力があるといえる［加藤 , 2016］。
　また、もう 1 つの特徴であるパブリック・スペー
スの充実は、SDGs が標榜する包括的（inclusive）
な社会の醸成に重要な役割を果たすと考えられ
る。活発かつ健全な市民生活には、その活動を可
能にする物理的な空間の存在が欠かせない。ゲー
ル［2014］が述べているように、民主的に管理さ
れたパブリック・スペースは、年齢、収入、地位、
宗教、人種的背景を問わず、すべての社会集団が
直接出会うことのできる都市空間であり、そこで
示される情報や価値を共有・経験させる機能を有
している。それに加えて、Rivera & Lagos［2013］
は、人びとが自らのアイデンティティを表現し
共通のリソースにアクセスできる場として、パブ
リック・スペースの価値を説いている。すべての
人に開かれた空間での交流や対話を通じて、差異
を差異として認め合う社会の素地が固まっていき、
相互理解の促進や都市文化の育成などが図られて
いく。そうした特質をもつパブリック・スペース
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うした違いを考慮に入れると、地方自治体のキャ
パシティ向上がゴール 11 の上位課題であると仮
定できよう。　　
　その上位課題から捉えていくと、とりわけ途上
国の地方自治体が直面する最大の障壁は財政の問
題である。ゴール 11 は公共交通機関、住宅、電気・
上下水道、衛生・医療施設といったインフラの整
備に加えて、災害に強く、環境負荷の低い都市デ
ザインの実現までを網羅している。そこには都市
の構造を物理的な側面から大きく改良することで、
都市環境の持続可能性を担保していく狙いがある。
しかしながら、これらをあまねく備えるには既存
インフラの改善と新規インフラの建設が不可欠で
あるため、実現にかかる費用は途方もない金額と
なる。たとえば、公共交通機関ひとつをとったと
しても、その整備には莫大な初期コストを用意し
なければならない。先進国においては、アメリカ
の建築家であるカルソープがモデル化した「公共
交通指向型開発（transit oriented development、
以下 TOD）」のように、高架鉄道や地下鉄、路面
電車などを配し、その交通網のターミナルを拠点
にしたミックス・ユース型の開発が提唱されてき
た。こうした都市計画のモデルが現在に至るコン
パクト・シティの起源にもなっている。だが、鉄
道網の形成には用地買収や線路建設などに多額の
費用を要するため、途上国では既存の道路網を活
かしたバス高速輸送システム（bus rapid transit、
以下 BRT）を代替策として導入し、TOD 型の開
発を進めているところもある 9。BRT は専用のバ
スレーンやターミナルを整備することで、大量の
利用者を定時に輸送する交通システムである。確
かに、BRT であれば初期コストを抑えることが
し、画期的なインフラの整備やサービスの
供給を促す。
　５．秩序だった土地利用計画を進めて効率的な
空間利用を図り、ミックス・ユース型 5 の
コンパクトな開発を進めることで、環境負
荷やエネルギー消費の低い都市を創る。
　６．温室効果ガスの排出や海面の上昇、異常気
象などに都市が及ぼす影響を把捉し、気候
変動や災害リスクに対するレジリエンスを
高めるための戦略や対策を先導する。
　上記のポイントはゴール 11 の内容に沿うもの
であるが、ここから提起される問題の基軸は、「い
かにして実現させるのか」にある。そして、この
点こそが、あらゆる開発アジェンダが挑まなくて
はならない根源的な問いなのである。
３．実現に向けた課題の考察
　実施にかかる課題を分析する前にあらかじめ
言及すべき点は、ゴール 11 にかかる議論のキー
ワードとして「local government（地方自治体）」
という単語が幾度となく用いられていることであ
る。MDGs や SDGs といった国際的な枠組みは
基本的に国を単位として合意されるものであるが、
ゴール 11 の舞台は都市や地域であり、核となる
実施主体は地方自治体である。つまり、ある都市
の開発が国家レベルでの事業として一般的に認識
されるとしても、実質的な主導アクターは地方自
治体であることを念頭におく必要がある。これこ
そが、その他の目標と一線を画すゴール 11 の特
徴であり、課題を熟考する作業の起点となる。こ
８　ミックス・ユースを簡単に説明すると、対象となる地域の用途を限定するゾーニングをかけるのではなく、職場や商業地、
住宅地、緑地、公共スペースなど、複数の用途を調和させる土地利用のことを意味する。
９　BRT の先端的な成功例としては、ブラジルのクリチバを筆頭に南米の都市がよく取り上げられるが、ジャカルタやデリー、
メキシコシティ、中国の諸都市などでも導入されている。
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するだけでなく、企業が地域に投資することで固
定資産税の上昇を促す狙いもある。近年、主にア
フリカ地域において、外国企業などによる大規模
な土地の囲い込みが深刻な社会問題になっている
が、そうした行為から正しく徴税できれば、相当
な財源の確保につながると期待されている。
　第 2 の策は、民間資本の活用である。企業の参
画をいかに促すかは、開発資金に関する議論の主
題であり、SDGs が掲げる「マルチステークホル
ダーによる取り組み」の要でもある。途上国に流
入する民間資本の規模は、先進諸国の景気や情勢
による変動があるものの 11、政府開発援助（以下
ODA）を凌ぐレベルに至っている。2003 年から
2004 年の段階では、OECD 諸国から途上国への
ODA と民間資本の総額はそれぞれ 748 億ドルと
629 億ドルとほぼ同水準であったが、2010 年度に
は 1,284 億ドルと 3,444 億ドルにまで差が開いて
おり、民間資本の総額は 2014 年度に 4,000 億ド
ルを突破している［OECD, 2015］。ODA の伸び
が鈍化傾向にある一方で、民間資本の流入は活況
を呈していることから、市場経済のダイナミクス
を取り込んでいく議論が開発資金の場でも高まり
をみせているのである。
　その活用の代表的な施策として、公的機関と民
間企業が連携して事業をおこなう「官民パート
ナーシップ（public private partnership、以下
PPP）」が挙げられる。PPP は、公的機関が司っ
てきた事業を民間企業に託することで、途上国の
慢性的な財政不足と非効率な管理・運営を改善
するアプローチである。PPP の類型は形態に応
じて細分化されるが、ゴール 11 に関していえば、
できるが 10、それにしてもその実施にはまとまっ
た資金が必要となる。
　しかしながら、世界的な地方分権の潮流を受け
て、多くの地方自治体の財政はより逼迫した状態
に陥っている。その理由としては、分権化による
中央集権体制からの転換と地方への権限委譲が地
方自治体の義務を肥大化させ、歳出が歳入を上回
る状態を生み出しているからである。このような
地方財政の問題は各国で認められるが、地方自治
体の公共支出に目を向けると、途上国の状況の厳
しさが如実に表れる。地方自治体の一人当たり
の年間支出額は欧米諸国で 3,000 ドルから 4,000
ドルなのに対し、アフリカ諸国では 36 ドルにし
か過ぎず、100 分の一に留まっている［Global 
Taskforce, 2016］。そうした圧倒的な財力の開き
を勘案すると、途上国においてゴール 11 を実現
させるには、資金調達の基盤を地方レベルで構築
することが前提となる。
　以上の点に注意を払ったうえで、一連の会議で
論じられている施策は以下になる。第 1 の策は、
租税改革の推進である。交付金といった中央政府
からの援助が望めない状況で財政を好転させるに
は、地方自治体が自らの財源を確立していく必要
があり、具体的には、財産税、固定資産税、法人
関連の税などの見直しと強化が掲げられている。
財産税に関しては、富裕層への課税を拡げること
で、その増収分を公共開発に再分配する目的があ
る。固定資産税については、都市環境を改善する
ことで資産価値を高め、税額を増やしながら同時
に開発も進めていくことを想定している。また法
人関連の税については、企業からの税収を確実に
10　 先進国のデータになるが、アメリカの会計検査院の報告によると、BRT の 1 マイルあたり建設平均コストは、専用レー
ンを設置する場合でも 1,350 万ドルであるのに対し、高架鉄道の場合は、その 3 倍にあたる 3,480 万ドルと算出されている
［GAO, 2001］。
11　たとえば、2001 年に勃発したアメリカ同時多発テロや 2007 年に起きたリーマンショックなどの後は、途上国に流れる民
間資本総額に一時的なシュリンクが見られた［UN DESA DPAD, 2011; OECD, 2015］。
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として地方の裁量で支援を受ける可能性が低くな
ると案じられている。また、援助機関ごとに条件
が異なることも散見され、融資の一貫性や整合性
の欠如から重複や無駄が生じてしまうことも問題
視されている。地方自治体が核となるゴール 11
の実現には、こうした従来の援助慣行を再考する
必要がある。
　以上、諸会議で取り上げられた 3 つの方策につ
いて整理したが、これらのアイデアは今までも繰
り返し論じられてきた点であり、実践に向けた課
題は残存している。たとえば、地方の歳入の自治
を高めるには租税の体系化が避けて通れないが、
より根源的な問題に目を向ければ、途上国の社会
では課税の役割が認識されていないことや、天然
資源や援助に依存する構造から課税をおこなうイ
ンセンティブが弱いことなど、税制改革を阻害
する要因が列挙される［花井 , 2012］。そのため
「税」とは何かという、そもそもの話から始めな
ければならないだろう。さらには国際的な動向か
らも、途上国における税の問題が浮き彫りとなる。
多くの途上国では外資や多国籍企業に頼る形で経
済開発を進めてきたが、課税ルールや徴税能力の
不備などから適当な税収を得られていないケース
も多い［青山 , 2016］。利益を法人税率の低い地
域に移す活動も増加の一途にあり、企業による租
税回避の拡がりが途上国の税収をさらに圧迫し
ている。国連開発貿易会議（UNCTAD）［2015］
の調査によれば、途上国の政府歳入の 10％に相
当する 7,300 億ドルが多国籍企業によってもたら
されており、そのうちの 4 分の 1 から 3 分の 1 が
法人所得税によるものだが、同時に 1,000 億ドル
に上る税収の損失も報告されている。これらの点
民間企業が建設し、一定期間の運営を経て費用
を回収した後、公的機関に移転するという BOT
（Build-Operate-Transfer）の手法が広く用いら
れている 12。World Bank［2016b］のデータに
よれば、1991 年から 2015 年までの間に、交通イ
ンフラの分野における PPP の事業数は 599 を記
録しており、そのうちの 532 が BOT 方式で実施・
契約されている 13。民間投資の促進にかかる環境
づくりや PPP の重要性は、2015 年 7 月にエチオ
ピアのアディスアベバで開催された「第 3 回開発
資金国際会議」でも訴えられており、ハビタット
3 関連の諸会議でも掘り下げられている。民間企
業が関わる開発のあり方は、途上国政府が抱える
資金や資材、技術などの問題をクリアーにするも
のと期待されており、公的資金の低迷が予想され
るなか、SDGs の鍵を握るものとして位置づけら
れている。
　第 3 の策は、地方自治体を対象にした国際的な
援助や融資の拡充である。途上国の開発について
は、アメリカ国際開発庁（USAID）や日本の国
際協力機構（JICA）などによるバイラテラルな
援助と、世界銀行や欧州復興開発銀行、アジア開
発銀行、アフリカ開発銀行といったマルチラテラ
ルな機関からの融資が長年にわたって展開されて
いるが、そうした支援の流れを地方自治体に方
向づけていけるかが問われている。世界銀行の
Municipal Development Funds のように、これ
までも地方レベルでの事業に対してマルチラテラ
ルの融資が供与されてきたが、なかには中央政府
を経由して地方自治体に落とされるものも珍しく
ない。それゆえに、地方で使われるとしても国に
対する債務や融資に含められることがあり、結果
12　BOT 以外には、企業が建設・管理・運営し、契約期間後も所有し続ける BOO（Build-Own-Operate）や、企業が建設を
終えて所有権を公的機関に移転した後、一定期間の運営を企業が担う BTO（Build-Transfer-Operate）などがある。
13　BOT 方式による事業形態は、1980 年代から東南アジア諸国などで採用されるようになり、代表的な実施例としてバンコ
クやクアラルンプールの高架鉄道が挙げられる［花岡 , 2010］。
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　さらには、民間資本や国際融資をめぐる生存競
争の激化も深刻な問題をはらんでいる。過度な局
所的集積を防ぎ、持続可能な都市のあり方を国や
地域全体で作り上げるには、第 2・第 3 の都市の
開発が鍵となる。メガシティの著しい台頭につ
いては先に述べたが、さらに細かく見ていくと、
500 万人から 1,000 万人規模の都市も成長を遂げ
ており、その数は 1990 年の 21 都市から 2014 年
には 43 都市、そして 2030 年までに 63 都市に
まで膨れ上がると予測されている［UN DESA, 
2014］。だが、そうした第 2・第 3 の都市は、首
座都市に比べて国内的にも国際的にもアテンショ
ンを惹きつけにくいため、投資や融資を誘致する
ことには困難がともなう。たとえば、地域間の是
正策として提唱された「成長の極理論（growth 
pole theory）」は、税優遇措置や産業インフラな
どの提供を材料にして投資を地方に拡散させる狙
いがあったが、実際には首座都市における産業集
積効果やリソースの蓄積に敵うことなく、失速し
ていった計画も少なくない 14。このような開発の
歴史を念頭に入れると、都市と財政の問題は一様
に同じ温度で論じるのではなく、第 2・第 3 の都
市への比重を意識しながら検討しなければならな
い。とはいえ、グローバル化の進展とともに興隆
する都市と没落する都市の命運がまざまざと分か
れるなかで、巨大都市圏以外の地方自治体が融資
や投資の対象になりえるかには疑問が残る。
　以上に挙げた課題の根底には、途上国政府の
キャパシティの問題が存在している。言葉を補足
するならば、執行能力を有したアカウンタブルな
統治体制、つまり「ガバナンス」が整っているか
という問題である。租税改革を遂行したり、ある
いは融資や投資を引き込むには、前述の PPP の
を鑑みると、途上国において租税改革を進めるに
は、慣習の見直しを含む国内的な制度の再構築に
加えて、税逃れの問題などに対する国際的な取り
組みの組成が不可欠である。しかしながら、途上
国地域で得られた利益をタックス・ヘイブンなど
に移転させる行為は既存の法律や制度の抜け穴を
利用した合法的なスキームであることも多く、そ
れをおこなう主体のモラルに訴えかけるしかない
という苦悩がある。
　声高に叫ばれている民間企業の活用について
も、憂慮すべき課題は多い。PPP に関していえ
ば、民間手法の導入はゴミの回収といった私的材
の提供には有効であるが、電力や水のように規模
の経済性から自然独占が生じる場合は市場の競争
原理が働かないため、政府による規制や監督が必
要となる。しかし、途上国の政府はそうした機能
を果たす機関や人材が整っていないため、結果的
に経営効率が悪くなり、料金の値上げにつながる
ことも確認されている［鈴木 , 2016］。たとえば、
1997 年から民間参入による大規模な上水道事業
がおこなわれたマニラでは給水人口や給水率が上
昇したものの、料金は以前と比べて最高で 3.7 倍
増に達する結果を招いている［Wu & Malaluan, 
2008］。確かに、PPP を介した市場化によってサー
ビスの質と規模の向上が図られることもあるが、
実際には多くの PPP が公約のターゲットを満た
せずに終わることも珍しくなく、一過的な処方と
なる可能性も否定できない。民間企業のリソー
スは魅力的であり、それを動員することは SDGs
といった開発目標の達成に欠かせないが、民間企
業が有する両義的な性質、すなわち投資や支援を
おこなう一方で負うべき責任から逃れるという実
態を追求する必要がある。
14　瀬田［2002］によれば、成長の極理論は地域間格差の是正を図る戦略論としては画期的であったが、理念的であったため
具体性に欠けており、大きな成果につながらなかったとまとめている。
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の国際的なガバナンス論に内包されている「民主
化」についても、その現代的な意味を途上国の文
脈から再考することが求められる。フィリピンの
ドゥテルテ政権に象徴されるように、トップダウ
ンへの回帰とポピュリズムの台頭が熱気をもって
支持されるなか、ドナーの旧来の価値観を投影し
た「民主化」とそれに基づくガバナンスの正当性
が揺らぎをみせている。これらはドナー側が唱え
てきた民主化の有効性が問われている現状を示唆
している。
　以上のガバナンスの大枠に関する議論に加え
て、人的資源の問題も途上国のキャパシティ向上
を語るうえで看過できない点である。なかでも繰
り返し述べられていることは、都市計画にかかる
専門家の欠如、すなわちアーバン・プランナーの
人材不足である。これはとくに途上国において顕
著な問題である。ゴール 11 の諸会議にも都市計
画の専門家が列席していたが、欧米からの有識者
の比率が高い。政策関係のセッションでは途上国
のパネリストが広く登壇しているが、その多くは
政府機関の官僚であり、都市計画の実務者や研
究者とは毛色が異なる。そのため、ゴール 11 の
ビジョンを提唱する場とその実現にかかるテク
ニックを議論する場との結びつきが弱いといえ
る。現に SDGs 採択時の国連総会において、国
連 ハ ビ タ ッ ト は「One Billion Slum Dwellers」
と「Safer Cities」というゴール 11 関連のサイド
イベントに関わっていたが、「One Billion Slum 
Dwellers」が途上国政府の出席者から構成され
る国レベルの政策と現場プログラムの話であった
のに対し、「Safer Cities」には欧米諸国からの都
市計画の専門家や研究者が多く集っており、テク
ニカルな質疑応答が繰り広げられていた。双方の
問題でも触れたように、公正に管理・使用・配分
する体制が不可欠である。アフリカ諸国への支援
の失敗から、1990 年代以降に援助機関がこぞっ
てガバナンスの重要性を唱えるようになった経緯
があるが、そこでの教訓が今日の開発アジェンダ
にまで受け継がれており、SDGs 全体の基盤を成
しているのである。
　ここで熟考すべきは、ガバナンスの構築をめぐ
る 2 つのジレンマである。１つ目のジレンマは、
融資や投資が必要なところはガバナンスに問題を
抱えているという点である。先に述べた PPP の
559 事業で説明すると、そのうちガバナンスの弱
さが指摘されるサハラ以南アフリカで実施・契
約された数は 24 に留まっており、また低所得国
（脚注 6 を参照）での事業は 10 しかない［World 
Bank, 2016b］。さらには、そのなかの約 13％に
当たる 71 事業が開発金融機関の援助対象であっ
たが、低所得国の案件で融資を受けたのはトーゴ
とハイチの 2 つのみであった 15。つまり、「ガバ
ナンスありき」の思考パターンに則っていくと、
まずはガバナンスの強化を成し遂げない限り、投
資や融資を呼び込むことが厳しくなり、具体的な
開発事業に着手できないという負のサイクルに
陥ってしまうのである。２つ目のジレンマは、開
発アジェンダで取り上げられる「ガバナンス」の
議論がドナー側の論理に沿って展開している点で
ある。「ガバナンス」という概念がバイやマルチ
の金融機関によって提唱・普及されたことからも
分かるように、「ガバナンス」が援助効果を高め
る目的で謳われてきた経緯は否めない。そのため
透明性と説明責任を軸にした体制づくりに時間を
かけるというよりも、効率的な援助運用のための
制度改革に帰することも少なくない。また、多く
15　トーゴの事業にはアフリカ開発銀行と国際金融公社、ハイチの事業には国際金融公社が融資をおこなっていた［World 
Bank, 2016b］。
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は途上国のみならず先進国にも等しく該当するイ
シューであり、これからの世界を見つめる糸口で
もある。その観点からすると、ゴール 11 の誕生
は評価に値する前進であるが、しかしながら本稿
で概観してきたように、その実現には数々の課題
が指摘される。
　とくに重要な課題として挙げられるのが、地方
自治体のキャパシティの向上である。この点に関
しては、これまで地方の自助努力や中央政府との
連携といった側面から検討されてきたが、近年
目覚ましい展開をみせているのが地域・都市間を
結ぶトランスナショナルなネットワークの形成
である。途上国における地方自治体のリソースは
概して限られているため、情報や知識、経験など
を共有する回路を作り上げることで、それぞれの
キャパシティを高めていく試みが進められている。
ゴール 11 関連の例をいくつか挙げると、国連ハ
ビタットが主導する「Global Network on Safer 
Cities」16、ハビタット 3 の開催に向けたイニシ
アチブの「World Urban Campaign」17、国際的
な地方自治体の連合組織である「United Cities 
and Local Governments（UCLG）」18、 世 界 中
の都市圏の連携を促す「World Associat1ion of 
Major Metropolises」19、都市居住の分野で著名
な「Cities Alliance」20 などがあり、「アジア太平
洋都市間協力ネットワーク（CITYNET）」といっ
たリージョナルな展開も拡がっている。また、ゴー
議論ともゴール 11 の発展には欠かせない内容で
あったが、注記すべきは両方のイベントに参加し
た人がほぼ皆無であったことだ。こうした点から
も前述した議論の分断が目されており、両者をつ
なぐ対話の形成と人材の育成が課題として言及で
きる。
　以上の論考から導かれる仮説とは、ゴール 11
が単なる都市計画の枠組みではなく、地方自治体
のキャパシティ向上を促す指針であることだ。そ
れこそがゴール 11 の根幹を成す政策課題である。
しかしながら、上述したガバナンスと人的資本の
課題を、とりわけ途上国の都市・地域レベルで解
決していくには相当の時間を費やさなければなら
ず、15 年という SDGs の期間設定がいかにチャ
レンジングであるかを暗示している。
４．おわりに
　21 世紀の世界が挑むべき開発課題の 1 つは、
都市をマネージしていくことである。無秩序かつ
急速な都市の拡大は、経済的・社会的・環境的な
歪みを引き起こしており、人びとの毎日の生活の
みならず、現代社会の存続を脅かしている。こ
うした状況に対する危機感が拡がりをみせるな
か、国際的な開発アジェンダである SDGs の中
にも都市に特化した個別のゴールが設定されるこ
とになったのである。都市のあり方を考えること
16　2012 年にネパールで開かれた第 6 回「World Urban Forum」で設立されたものであり、77 の加盟都市が都市の安全性に
関する方策づくりを進めている［UN-Habitat, n.a.］。
17　「World Urban Campaign」も国連ハビタットが中心となって進められているイニシアチブであるが、地方自治体だけで
なく、企業スポンサーや各種の専門団体、市民社会、研究機関なども参加している［World Urban Campaign, n.a.］。
18　UCLG は 2004 年にフランス・パリで創設され、2014 年の段階で 140 の国連加盟国における 1,000 以上の組織が参画して
いる［UCLG, 2014］。
19　1985 年に開始された長い歴史をもつ大都市間の協議会であり、2014 年の段階で 139 のメンバー都市が加盟している。年次
会議や世界大会といった議論・交流の場に加えて、Metropolitan Award の選定と授与や、女性・若者を中心としたネットワー
クづくりも展開しており、さらには都市の開発やマネージメントにかかるトレーニングなども実施している［METROPOLIS, 
2015］。
20　1999 年に国連ハビタットと世界銀行が共同で作ったものであるが、Cities Alliance が打ち出した「2020 年までに最低 1
億人のスラム居住者の生活改善を達成する」というビジョンと行動計画は、MDGs のゴール 7 に盛り込まれている［Cities 
Alliance, n.a.］。
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ルダーとして認められてきたのに対し、障がい者
や LGBTI は SDGs の中で揉まれ始めた案件であ
るため、その地位を固めるプラットフォームがま
だ準備段階にあると考えられる。
　こうした表象の偏りを是正していかなければ、
都市住民の声が公正に反映されない、現実と乖離
した都市像が独り歩きしてしまうだろう。持続可
能な都市とは、異なるバックグラウンドやアイデ
ンティティをもった社会集団の利害を調整し、か
れらを収容する場でなければならない。その理念
を結実させるためにも、都市を構成する人びとを
正確に表象するプロセスの構築が求められている。
　厳しい見方も多く出されてはいるが、SDGs は
まだ立ち上がったばかりである。ハビタット 3 で
採択された「New Urban Agenda」の実現に向
けてゴール内の一体感を醸成しつつ、現実的なア
プローチを精緻化していけるかどうかが今後の焦
点となるだろう。
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